
 

点検結果表（規制の事前評価） 

政策の名称 障害者の権利に関する条約の批准に向けた対応 府省名 厚生労働省 

根拠となる法令 
■法律     □政令     □府省令     □告示     □その他 

障害者の雇用の促進等に関する法律 

規制の区分 ■新設等             □緩和               □廃止 

「○」:評価書の分析・説明に課題（疑問点・問題点等）があるもの。 
「※」:点検過程における各府省からの補足説明（＜点検結果表の別紙＞参照）により課題が解消したもの。 
「○※」:点検過程における各府省からの補足説明（＜点検結果表の別紙＞参照）により課題の一部が解消したも

の（なお、「評価の実施状況」欄には評価書を踏まえた区分を、次の【課題の説明】欄には、評価書及び
補足説明を踏まえた課題内容を記載していることから、両者の内容が一致しない場合がある。）。 

点検項目 評価の実施状況 
課
題 

① 
規制の目的、 
内容及び必要性 

■説明あり □説明なし  

費
用
の
分
析 

② 遵守費用 □金銭価値化 □定量化 ■定性的記述 □負担なし □分析なし  

③ 行政費用 □金銭価値化 □定量化 ■定性的記述 □負担なし □分析なし  

④
その他の 
社会的費用 

 □金銭価値化 □定量化 □定性的記述 ■負担なし □分析なし  

⑤ 便益の分析 □金銭価値化 □定量化 ■定性的記述 □分析なし  

⑥
費用と便益の 
関係の分析 

 □費用便益分析 □費用効果分析 □費用分析 ■定性的な分析 □分析なし  

代
替
案 

⑦ 
代替案の
設定 

 
■設定あり □想定される代替案なし □設定なし  

⑧
代替案との 
比較 

 ■費用・便益で比較 □費用で比較 □便益で比較 □比較なし  

⑨
レビューを行う
時期又は条件 

 □設定あり ■設定なし  

【課題の説明】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

【点検結果表の別紙】 

 

≪規制の影響が及ぶ範囲に係る参考情報≫ 

○ 当省の照会 

・ 規制の影響が及ぶ範囲を示す情報として、「雇用分野における障害を理由とする差別を受けた者（推

計値でも構いません）」の数が分かれば御教示ください。 

・ 「障害者である労働者から苦情の申し出を受けた時は、苦情処理機関に対し当該苦情の処理をゆだ

ねる」と記載されていますが、「苦情処理機関」の設置について、次の２点を御教示ください。 

 ① 本件規制の新設により新たに設置されるものなのかどうか 

 ② 新たに設置されるとした場合の設置場所（事業者又は公共機関等） 

 

○ 厚生労働省の説明 

・ 雇用分野における障害を理由とする差別を受けた者の推計値は無いが、差別の禁止対象は雇用され

る全ての障害者である。差別禁止の対象となる障害者の数について、障害者雇用状況報告書の提出義

務が課されている５６人以上の従業員を雇用している企業において雇用されている障害者の数は、平

成２５年６月１日時点で約３８．２万人である。 

・ ①（本件規制の新設により新たに設置されるものなのかどうか） 

改正後の障害者雇用促進法第７４条の４において、「事業主は、第３５条及び第３６条の３に定め

る事項に関し、障害者である労働者から苦情の申出を受けたときは、苦情処理機関（事業主を代表

する者及び当該事業所の労働者を代表する者を構成員とする当該事業所の労働者の苦情を処理す

るための機関をいう。）に対し当該苦情の処理を委ねる等その自主的な解決を図るように努めなけ

ればならない。」と事業主に対し、紛争の自主的解決を図るよう努力義務を課している。 

本条は、障害者である労働者の苦情について、第三者機関による解決を図る前にまずは企業内に

おける労使の十分な話し合いや相互理解等により、できる限り自主的に問題が解決されるべきとの

趣旨から、事業主の努力義務として明記しているものである。また、苦情処理機関により解決を図

ることは例示であり、苦情処理機関を必ず設けなければならないわけではない。 

・ ②（新たに設置されるとした場合の設置場所） 

苦情処理機関とは、ⅰ）労使の代表者を構成員とすること、ⅱ）労働者の苦情を処理することを

目的とすることという２つの要件を満たすものを言い、当該企業に置かれるものである。 

 




